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海外における気候変動適応策の動向 
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１．はじめに 

2007(平成19）年度に発表された気候変動に関す

る政府間パネル（ＩＰＣＣ）の第4次評価報告書に

おいて、気候システムの温暖化には疑う余地が無

く、極端現象のリスクの増加や、地域的・社会的

な弱者に関する脆弱性の出現等、世界の気候シス

テムの変化への懸念が明言された。これを受け、

世界各国において、将来の気候変動に対する適応

策と緩和策を相互に補完し合い気候変動のリスク

の低減を図る必要性が広く認識されたが、現在な

されている議論の多くは緩和策に関するものであ

る。 

世界各国の気候変動適応策の検討状況を逐次把

握し、先進事例から具体事例を取捨選択すること

で、我が国における適応策検討の際の効率化が期

待できることから、海外における気候変動の適応

策の動向に関する調査を実施した。 

２．世界主要国の気候変動適応策の進捗状況 

本調査において世界主要国を動向調査の対象と

し、図－１の左軸のとおり、「現状分析・課題の

把握」「気候変動影響評価」「水資源管理に関す

る適応戦略の策定」「水資源管理に関する適応策

の実施」の各段階に各国の現在の適応策の進展状

況を分類した。イギリスや日本等は各段階の途中

段階であり着実な進展中であることを示す。欧米

を中心に相対的に施策が先行している。 

適応策が最終段階まで達しているドイツについ

ては、ネッカー川の流量推移曲線に対して、100

年確率洪水流量が15％増加するという気候変動に

よる影響予測結果を既に反映させていることがわ

かった。そして、この数値を基礎として、今後の

施設計画や洪水リスク図の作成に反映させること

が予定されている。 

オランダについては、気候変動に起因するライ

ン川への河川流量増加に対して、既存の堤防嵩上

げ計画に加えて、河道掘削、引堤、遊水地貯留等

の様々な施策とその段階の設定を既に39のプロジ

ェクトに織り込み済みであった。また護岸構造に

関する安全基準を5年毎に見直しすることが法定

化されており、結果的に気候変動に関する最新の

知見を護岸設計に反映させる枠組みとなっている。 

次に到達度の高いイギリスにおいては、テムズ

川河口防御のための洪水リスク管理計画のTE2100

のアップデートおよび専門家診断が終了し、近々

政府の認証を受ける予定である。 

アメリカは連邦レベルでは戦略策定段階であり

具体的な適応策事例は見られないものの、州や自

治体では独自の取り組みが行われており、例えば

ニューヨーク市では、気候変動の影響に対応する

ための戦略的計画プロセスの一環として、100年確

率の氾濫原地図の更新作業が既に始まっている。 

３．おわりに 

我が国は未だ検討の途中段階の状況であるが、

本調査の結果が今後の気候変動への適応策の検討

に貢献し、当該分野の議論の活性化に資すること

を期待する。 
図－１ 主要国の気候変動への適応策の進捗状況 
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1.現状分析・課題の把握

2.気候変動影響評価

3.水資源管理に関する
適応戦略の策定

4.水資源管理に関する
適応策の実施
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給水制限を考慮した渇水被害レベルの 

区分 
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１．はじめに 

渇水の影響は、その発生地域、発生状況によっ

て水道用水、工業用水、農業用水ごとに様々であ

る。また、渇水時の影響は、制限率だけでなく、

制限日数により大きく変化する。そこで、気候変

動に対する影響評価の一環として、報道記事等の

渇水被害情報から読み取れる渇水時の影響につい

て制限率と制限日数で整理し、水道用水、工業用

水、農業用水毎の渇水リスク被害レベル区分の表

現を試みた。渇水時において耐えられる限界を把

握することにより、ダムにおける貯水率を考慮し

た取水・給水制限率の設定手法についての検討に

資するものと考えられる。 

 

２．被害レベル区分の検討結果概要  

 被害レベル区分を行った一例として水道用水

における 4段階の影響度分類（図１）と境界域（図

２）を示す。なお、レベルは、「レベル 1：通常

生活を営む事が継続できる程度の影響が発生」、

「レベル 2：通常生活を営む上で必要な事が一部

不可能となる」、「③レベル 3：通常生活が難し

くなっていく影響が発生」、「④レベル 4：レベ

ル 3以上の影響が発生」と区分した。また、境界

域は、レベル 2の中間～レベル 3の中間とした。  

 水道用水におけるグループ設定で次のことが言

えた。 

(1)4段階の影響度分類のレベル 2とレベル 3の間

に境界域を設定すると制限率 20～50％、制限日

数 30～50日が被害境界域となる。 

(2)耐えられない事象は、制限日数が短くても制限

率が高い場合、制限率が小さくても制限日数が

長期間になるものである。 

 

図１ 4段階の影響度分類（水道用水） 

 

図２ 境界域（水道用水） 

３．成果概要 

渇水時における耐えられない事象は、水道用水、

工業用水、農業用水が共通して制限率の高い場合

に発生していた。また、各用水は、制限率が20％

以上、制限日数が20～30日以上になると境界域と

なっていた。今回収集した情報のように渇水時の

報道記事は、その性質上、制限率が高いときのも

のが多く、データの偏りがある。しかし、制限率

が高く、制限日数が短い範囲であれば渇水リスク

被害レベルの区分について把握できた。 

 

http://www.nilim.go.jp/lab/fdg/index.htm（水資源研究室） 
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